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県志摩庁舎　未利用スペースの貸付　スケジュール　（案）

※下に示すスケジュールは、現段階での仮定のものであり、今後の検討状況により変更となる場合があります。
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三重県志摩庁舎未利用スペースの貸付け 

募 集 仕 様 書 
平成２９年５月１日 

 
次のとおり公募型プロポーザル方式による募集を行います。 
本件募集に参加される方は、下記事項を十分ご理解いただいたうえ参加してください。 
 
１ 事項及び内容 
（１） 案件名 
    三重県志摩庁舎未利用スペースの貸付け 
（２） 貸付物件 
   ① 建物 
    所在地：志摩市阿児町鵜方３０９８－９ 
    区 分：建物（三重県志摩庁舎４階の未利用スペース） 
    面 積：553.5 ㎡ 
   ② 駐車場 
    所在地：志摩市阿児町鵜方３０９８－９ 
    区 分：土地（駐車場最大自動車５台分） 
    面 積：１台あたり 12.5 ㎡（最大 62.5 ㎡） 
   ※物件の詳細は別紙１「物件調書」に記載のとおり 
（３） 貸付条件 
   ① 貸付契約の方式 
借地借家法（平成３年法律第９０号）第３８条に規定する定期建物賃貸借契約 

   ② 貸付物件に関する諸条件 
    別紙２「三重県志摩庁舎 貸付物件に関する諸条件」に記載のとおり。 
   ③ その他 
契約条項の定めるところによります。 

（４） 貸付物件の利用制限 
貸付物件については事務所としての利用を想定しています。なお、次に掲げる利用は認めませ
ん。 
① 建築基準法（昭和25年法律第201号）第６条第１項第１号の特殊建築物のいずれかとするもの 
② 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴対法」と
いう。）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）の事務所その他これに類す
るものの用に供するもの 
③ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号。以下「団体規
制法」という。）第５条第１項の規定による観察処分を受けた団体の事務所その他これに類する
ものの用に供するもの 
④ 犯罪行為の用に供しようとするもの 
⑤ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第１項に
定める風俗営業、同条第５項に定める性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用に供し
ようとするもの 
⑥ あん摩マッサージ指圧、はり、きゅう及び柔道整復以外の医業類似行為（あん摩マッサージ
指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律(昭和22年法律第217号)第12条に規定する医業類似行
為をいう。）の用に供しようとするもの 
⑦ 悪質商法（一般消費者を対象に、組織的かつ反復的に敢行される商取引で、その商法自体に
違法又は不当な手段・方法が組み込まれた商法をいう。）の用その他これに類するものの用に供
しようとするもの 
⑧ 政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第３条に規定する政治団体の事務所その他これに類
するものの用に供するもの 
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⑨ 宗教、祈祷又は祭祀の用に供しようとするもの 
⑩ 県の事務若しくは事業の遂行又は庁舎管理に支障をきたすものとして次に掲げるもの 
 イ 県が行う規制、許可、監視、監督及び検査業務に関連する業であって、当該業務に使用す
る庁舎等において、当該業務を執行する上で中立性及び公平性を確保するため適当でないも
の 
ロ 電気、水等を大量に使用し、建物全体への安定供給に支障をきたすもの 
ハ 建物や敷地において、恒常的に不特定多数の人を出入りさせるもの 
ニ 三重県庁舎等管理規則（昭和39年三重県規則第53号）第11条各号に定める禁止行為を行う
おそれがあると認められるもの 
⑪ 生活を営む住居の用に供しようとするもの 
⑫ 食品衛生法（昭和22年法律第233号）第52条第１項の規定に基づく営業の用に供しようとする
もの 
⑬ 貸付期間終了後、当該貸付物件を行政目的に利用することができない又は極めて困難となる
ことが想定される用に供しようとするもの 
⑭ その他行政財産の公共性又は公益性に反する用に供しようとするもの 
（５） 貸付けの相手方の制限 
貸付けの相手方は、県内に本店、支店若しくは営業所等がある事業者又は県内に住民登録のあ
る個人のうち貸付物件の適正な方法による管理を行う上で適当と認めるものであって、次に掲げ
るもの以外のものとします。 
① 県が行う規制、許可、監視、監督及び検査業務に関連する業を営むものであって、当該業務
に使用する庁舎等において、当該業務を執行する上で中立性及び公平性を確保するため適当で
ないもの 
② 公序良俗に反し、社会通念上不適当であるものとして、次のいずれかに該当するもの 
イ 暴対法第32条第1項各号に掲げるもの 
ロ 暴力団及び暴対法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）に該当す
るもの（イに掲げるものを除く。） 
ハ 暴力団又は暴力団員がその経営に実質的に関与しているもの（イ及びロに掲げるものを除
く。） 
ニ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益等を図る目的又は第三者に損害を加える目的をも
って暴力団又は暴力団員を利用しているもの（イ、ロ及びハに掲げるものを除く。） 
ホ 暴力団又は暴力団員に資金等を提供し、又は便宜を供与することにより直接的あるいは間
接的に暴力団の維持運営に協力し、若しくは関与しているもの 
ヘ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているもの 
ト 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用しているもの 
チ 団体規制法第５条第１項の規定による観察処分を受けた団体及び当該団体の役員又は構成
員 
リ 特定商取引に関する法律（昭和51年６月４日法律第57号）に基づき行政処分を受けたもの 
③ 行政の中立性を阻害することとなるものとして、次に掲げるもの 
イ 宗教法人法（昭和26年法律第126号）第１条第１項に規定する宗教団体 
ロ 政治資金規正法（昭和23年７月29日法律第194号）第３条に規定する政治団体 
④ 貸付物件の使用方法及び貸付料の支払い等貸付契約における条件を、貸付期間を通じて適切
に履行する見込みがないもの 
⑤ その他貸付物件の適正な方法による管理を行う上で適当と認められないもの 
 
２ 貸付契約の期間 
（１） 貸付契約の始期 
  貸付契約の相手方決定後６か月以内 
（入居開始前の模様替え工事等を行う場合は、当該工事開始前に貸付契約を締結する必要があり
ます。） 
（２） 貸付契約の期間 
  貸付契約の始期から３年間 
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３ 最低貸付価格 
（１） 建物 
   金２６，２４３，０１３円（貸付契約期間３年間の税抜総額） 
※上記金額の他、消費税及び地方消費税（消費税等）が別途必要です。消費税等は見積金額に応じ
て算出します。（※11(5)参照） 
（２） 駐車場 
１台あたり 金６９，６６６円（貸付契約期間３年間の総額） 

※ 最大５台数分の駐車場を、駐車区画単位で賃借することが可能です。 
   駐車場の台数が不足する場合は、貸付契約の相手方において別途志摩庁舎外の場所で準備して
下さい。志摩庁舎の来客用駐車場に恒常的に貸付物件を利用する者に係る自動車を駐車すること
は認めません。 
 
４ 災害共済基金分担金相当額、光熱水費及び担保 
（１） 災害共済基金分担金相当額 
貸付料のほかに、災害共済基金分担金相当額（年額 6,000 円程度を想定。）の負担が必要です。
契約後、金額が確定し次第、各年度分を県が指定する期日までに支払う必要があります。 
（２） 諸設備経費 
諸設備経費（電気料金、水道料金、ガス料金、冷暖房代、清掃代、設備管理経費等。年額 3,500,000
円程度を想定。）の負担が必要です。請求金額が確定し次第、各年度分を県が指定する期日までに
支払う必要があります。 
（３） 担保 
貸付料の不払い、原状回復義務の不履行その他の事由に備えて、貸付料の 12 月相当額の担保を
徴します。なお、当該担保は、地方自治法第 235 条の４に規定する歳入歳出外現金として取り扱
います。 
担保による被担保債権は、貸付契約から生じる貸付料、損害賠償金、原状回復義務の不履行に
伴う原状回復費用その他一切の債権とします。 
貸付期間が満了し原状回復を済ませたとき、県は担保を返還します。 

 
５ 参加に必要な資格 
（１） 当該応募に係る契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者でないこと。 
（２） 暴対法第32条第1項各号に掲げる者でないこと。 
（３） 県内に本店、支店若しくは営業所等がある事業者又は県内に住民登録のある個人であること。 
 
＜参考：暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（抄）＞ 
（定義） 
第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに
よる。 
２ 暴力団 
その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴力的不法
行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。 
６ 暴力団員 
暴力団の構成員をいう。 

 
６ 貸付契約の相手方に必要な資格 
（１） 三重県から入札参加資格（指名）停止を受けている期間中でない者であること。 
（２） 三重県物件関係落札資格停止要綱（以下、「落札停止要綱」という。）により落札資格停止措
置を受けている期間中である者又は同要綱に定める落札資格停止要件に該当する者でないこと。 

（３） 三重県税又は地方消費税を滞納している者でないこと。 
 
７ 応募者に求められる義務 
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応募を希望する者は、17（３）①の締切日時までに（１）から(３)までの書類を 17（３）②の方
法により提出してください。 
参加資格を有する者として通知を受けた者にあっては、17（４）①の締切日時までに（４）から(12)
までの申請書等を 17（４）②の方法により提出してください。 
その後、志摩庁舎４階未利用スペース貸付相手方選定審査委員会（以下「審査委員会」という。）
によるヒアリングを実施しますので、17（５）①の実施日に 17（５）②記載の場所へお越しくださ
い。 
【参加資格確認時に必要な書類】 
（１） 参加資格確認申請書（第１号様式） 
（２） 誓約書（第２号様式） 
（３）  ＜参加者が法人の場合＞法人役員名簿（第３号様式） 
【申請書等提出時に必要な書類】 
（４） 庁舎等借受申請書（第４号様式） 
（５） 利用計画書（第５号様式） 
（６） 見積書（第６号様式） 
（７） ＜参加者が法人の場合＞法人等の概要に関する書類（組織図、案内パンフレット等） 
（８） 印鑑証明書 
（９） 定款又はこれに代わるものの写し 
（10） 営む事業に係る過去３年分の事業報告書 
（11） 営む事業に係る直近の事業計画書 
（12） 営む事業に係る過去３年分の財務諸表 
※ 印鑑証明書は原本としてください。 
 
８ 貸付契約の相手方候補者に求められる義務 
貸付契約の相手方候補者にあっては、審査委員会によるヒアリング後に(１)及び(２)の書類を 17
（６）の締切日時までに提出していただきます。なお、提出した証明書等について、説明等をお願い
する場合があります。 
（１） 消費税及び地方消費税についての｢納税証明書（その3 未納税額がないこと用）｣(所管税務署
が過去6月以内に発行したものです。)の写し 

（２） ｢納税確認書｣(三重県の県税事務所が過去 6月以内に発行したものです。)の写し 
 
９ 物件の現地確認について 
 応募者において必ず現地をご確認ください。「物件調書」は物件の概要を把握するための資料です
ので、申請書等提出までに応募者自身において、現地及び利用に係る諸規制等について調査確認を行
ってください。募集仕様書及び物件調書の内容と現地に相違がある場合は、現地を優先します。 
なお、17（１）のとおり現地説明会を行います。（参加を希望される方は、17（１）において示す
期日までに募集事務担当所属までご連絡ください。） 
 
10 貸付契約の相手方候補者の選定方法 
応募者より提出された書類の記載内容について、審査委員会において次の内容により審査し、貸付
契約の相手方候補者を選定します。 
提出された書類により審査を行いますので、様式等の取り違えや記載漏れ等のないように注意して
ください。 
審査においては、応募者からのヒアリングを併せて実施します。ヒアリングにおいては、申請書等
の内容についての補充説明その他の事項についての聴き取りを行います。 
最低貸付価格に満たない金額による応募をしたときは、その者の応募は無効となります。 
貸付契約の相手方候補者及び貸付金額については、三重県ホームページにて公開します。 
（１） 相手方及び利用計画の適否 
次の各項目について、その適否を審査し、いずれか１つでも「否」となった応募者については、
貸付契約の相手方候補者となりません。（（２）の評価は行いません。） 
① 貸付けの相手方として制限されるものにあたらないか否か（適・否の判断） 
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② 県の事務若しくは事業の遂行又は庁舎管理に支障をきたすことがないか否か（適・否の判
断） 
③ 県が行う規制、許可、監視、監督及び検査業務に関連する業を営むものであって、当該業
務に使用する庁舎等において、当該業務を執行する上で中立性及び公平性を確保するため適
当か否か（適・否の判断） 
④ 貸付物件の使用方法及び貸付料の支払い等貸付契約における条件を、貸付期間を通じて適
切に履行する見込みがあるか否か（適・否の判断） 

（２） 選定にあたっての評価項目（配点計３０点） 
選定にあたっては、次の項目を基に総合的に評価します。 
① 利用者及び利用内容（配点１０点） 
  貸付相手方、利用目的及び具体的事業内容の公共性又は公益性の高さ、庁舎管理への影響
等 
② 地域貢献度（配点５点） 
  営む事業及び貸付物件の利用内容の、地域振興・産業振興への寄与、福祉サービス向上へ
の寄与、文化振興への寄与の度合い 
③ 事業の継続性（配点５点） 
  組織体制・財務の健全性からみた貸付け契約期間中の事業の継続性 
④ 貸付料（配点１０点） 

     貸付料の見積額 
 
11 契約方法に関する事項 
（１） 契約条項の定めるところによります。 
（２） 契約保証金は、契約金額の100分の10以上の額とします。ただし、会社更生法（平成14年法
律第154号）第17条の規定による更生手続開始の申し立てをしている者若しくは申し立てをさ
れている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定による再生手続開始の申立
てをしている者若しくは申立てをされている者（以下これらを「更生（再生）手続中の者」と
いいます。）のうち三重県建設工事等入札参加資格の再審査に係る認定を受けた者（会社更生
法第199条1項の更生計画の認可又は民事再生法第174条1項の再生計画の認可が決定されるま
での者に限ります。）が契約の相手方となるときは、納付する契約保証金の額は、契約金額の
100分の30以上とします。 
なお、契約保証金については、契約代金に全額充当します。 

（３） 契約は、下記「契約に関する事務を担当する課」(以下「契約事務担当所属」という。) に
記載する所属で行います。 

（４） 契約書は 2通作成し、双方各 1通を保有します。 
（５） 契約金額は、見積書に記載された金額に「建物に相当する賃貸借料」に対する消費税及び
地方消費税相当額を加えた額とします。また、契約金額の他、契約に係る費用は借受者の負
担となります。 

 
12 契約代金の支払方法、支払場所及び支払時期 
契約条項の定めるところによります。 

 
13 応募及び契約の手続において使用する言語及び通貨 
日本語及び日本国通貨に限ります。 
 
14 暴力団等排除措置要綱による契約の解除 
契約締結権者は、貸付契約の相手方が「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除措置
要綱」（以下「暴排要綱」という。）第 3 条又は第 4 条の規定により、落札停止要綱に基づく落札資
格停止措置を受けたときは、契約を解除することができるものとします。 
 
 
15 不当介入に係る通報等の義務及びそれを怠った場合の措置 
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（１） 貸付契約の相手方が契約の履行にあたって暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等（以
下「暴力団等」という。）による不当介入を受けたときは、次の義務を負うものとします。 
① 断固として不当介入を拒否すること。 
② 警察に通報するとともに捜査上必要な協力をすること。 
③ 契約事務担当所属に報告すること。 
④ 暴力団等による不当介入を受けたことにより被害が生じるおそれがある場合は、契約事務
担当所属と協議を行うこと。 

（２） 契約締結権者は、貸付契約の相手方が（１）②又は③の義務を怠ったときは、暴排要綱第7
条の規定により落札停止要綱に基づく落札資格停止等の措置を講じます。 

 
16 その他 
（１） 当該募集に質疑（募集手続き、応募資格、仕様内容、契約内容等の募集・契約に関する一
切の事項）がある場合は、17（２）にある締切日時までに行うものとします。 
（※回答に時間がかかる場合がありますので、お早めにお願いいたします。） 

（２） 本件募集の事項その他に関し疑義がある場合は、募集に関する事務を担当する課（以下「募
集事務担当所属」という。）に説明を求め、十分ご承知おきください。応募後、不明な点があ
ったことを理由として異議を申し立てることはできません。 

（３） 応募にあたっては、国内の法律及び三重県における諸規程を遵守し、仕様書等に基づき適
正な応募を行わなければなりません。 

（４） その他必要な事項は、三重県会計規則（平成 18 年三重県規則第 69 号）に規定するところ
によります。 

 
17 期間の設定（時間は、24時間表示となっています。） 
（１） 現地説明会 
   次のとおり現地説明会を行います。 
平成２９年５月１１日（木） 
①13 時開始 ②14 時開始 （合計２回実施予定） 
※所要時間は各回につき 60 分程度を予定しています。 
※参加希望の方は、平成２９年５月１０日（水）１７時までに募集事務担当所属までご連
絡ください。 

 
（２） 質疑の提出締切日時 
平成２９年５月１５日（月）１２時まで 
《結果回答》 
平成２９年５月１６日（火）１７時までに行います。 
※ 提出締切日時までに、募集事務担当所属に書面（ＦＡＸ可）で質疑申請を行ってくだ
さい。すべての質疑への回答は三重県ホームページの「企画提案コンペ等情報」で行な
います。 

 
（３） 参加資格確認書類の提出の締切日時、提出方法及び注意事項 
① 参加資格確認書類の提出の締切日時 
平成２９年５月１８日（木）１５時まで 
② 参加資格確認書類の提出方法 
次の場所に郵送又は持参により、期日までに提出してください。（郵送の場合は、配達  
証明等により到着が確認できるようにしてください。） 
〒５１７－０５０１  志摩市阿児町鵜方３０９８－９（三重県志摩庁舎３階） 
志摩建設事務所 総務・管理・建築室 総務課 （担当：中尾） 

《結果通知日》 
平成２９年５月２２日（月）１７時までに行います。 

 
（４） 申請書等提出の締切日時、提出方法及び注意事項 
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① 申請書等提出の締切日時 
平成２９年５月２４日（水）１５時まで 
② 申請書等の提出方法 
次の場所に郵送又は持参により、期日までに提出してください。（郵送の場合は、配達  
証明等により到着が確認できるようにしてください。） 
〒５１７－０５０１  志摩市阿児町鵜方３０９８－９（三重県志摩庁舎３階） 
県土整備部 志摩建設事務所 総務・管理・建築室 総務課 （担当：中尾） 

③ 申請書等提出にあたっての注意事項 
イ 必要に応じて、追加資料の提出を求めることがあります。 
ロ 県が補正等を求める場合を除き、締切日時後の応募書類の変更、差し替え及び再提出は認
めません。 
ハ 提出された書類は返還しません。 
ニ 応募に必要な一切の経費は全て応募者の負担とします。 
ホ 応募受付後に辞退する場合は書面（様式は任意）により申し出てください。 

 
（５） 審査委員会によるヒアリング実施日、場所（予定） 
① ヒアリング実施日（予定） 
平成２９年５月２９日（月） 
② ヒアリングの実施場所（予定） 
志摩市阿児町鵜方３０９８－９ 
三重県志摩庁舎 
③ ヒアリング実施にあたっての注意事項 
イ 申請書等の内容についての補充説明その他の事項についての聴き取りを行いますので、貸
付物件に係る利用計画や応募者について回答できる者の出席をお願いします。 
ロ ヒアリングの具体的な実施日時及び場所については、応募者に個別にお知らせいたします。 
ハ ヒアリング実施場所までの交通費その他一切の経費は応募者の負担とします。 

 
（６） 貸付契約の相手方候補者に求める書類提出の締切日時及び場所 
平成２９年５月３１日（水）１５時まで 
貸付契約の相手方候補者にあっては、８(１)及び(２)の書類を募集事務担当所属に提出して
いただきます。 

 
■ 募集に関する事務を担当する課 
志摩建設事務所 総務・管理・建築室 総務課 （担当：中尾） 
電 話 ０５９９－４３－５１２５  ＦＡＸ ０５９９－４３－１３５３ 
 

■ 契約に関する事務を担当する課 
志摩建設事務所 総務・管理・建築室 総務課 （担当：中尾） 
電 話 ０５９９－４３－５１２５  ＦＡＸ ０５９９－４３－１３５３ 



（別紙 １） 

物件調書 

名称 三重県志摩庁舎 

所在 志摩市阿児町鵜方３０９８－９ 

交通接近状況 近鉄志摩線「鵜方」駅から約５００ｍ 

１ 建物 

（１） 概要 

建物構造 鉄筋コンクリート造５階建 

建築年 昭和６１年 

建面積 １，３３６．３５㎡ 

延面積 ４，３８９．９３㎡ 

（２） 貸付対象 

貸付対象 ４階の区画 

貸付面積 ５５３．５平方メートル（柱等の面積を含む） 

※ 分割しての貸付はできない 

（３） 設備の状況 

電気 コンセント有 

水道 トイレ、給湯室に有 

公共下水 なし（浄化槽） 

ガス 給湯室に有 

電話回線 電話会社に要相談。工事費、利用料金は入居者の負担となる。退去時

に原状回復が必要である。 

ＬＡＮ 電話回線に同じ。 

空調 庁舎の全館空調設備が使用可能。ただし、運転期間・時間に制約あり。 

（４） 諸経費 

災害共済分担金 建物の時価（取得価格からデフレーターを用いて計算）から建物全体

の掛け金を算出し、その上で使用面積により按分で計算。 

（年額６，０００円程度を想定。） 

諸設備経費 次に掲げる費用を、県が借受者に請求する。 

① 面積で按分して請求

・電気料金 

・冷暖房代 

・清掃警備委託料 

・設備管理委託料 

（ただし、計量器によって使用実績が判明するものにあっては、そ

れに基づき算出。） 

※ 貸付物件内の清掃については、借受人にて実施してください。 



貸付物件内の清掃について、庁舎全体の清掃と併せての実施を希望

する場合は、別途庁舎管理者と費用負担等の協議が必要です。 

② 職員数で按分して請求 

・水道料金 

・ガス料金 

・廃棄物収集運搬委託料 

・浄化槽保守点検清掃業務委託料 

・トイレットペーパー代 

・エレベーター保守点検業務委託料 

（ただし、計量器によって使用実績が判明するものにあっては、そ

れに基づき算出。） 

（５） 利用制限 

貸付物件について、次に掲げる利用は認めません。 

① 事務所以外の用に供しようとするもの 

② 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第６条第１項第１号の特殊建築物のいずれか

とするもの 

③ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第

２号に規定する暴力団の事務所その他これに類するものの用に供するもの 

④ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11 年法律第 147 号）第

５条第１項の規定による観察処分を受けた団体の事務所その他これに類するものの用

に供するもの 

⑤ 犯罪行為の用に供しようとするもの 

⑥ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）第２

条第１項に定める風俗営業、同条第５項に定める性風俗関連特殊営業その他これらに

類する業の用に供しようとするもの 

⑦ あん摩マッサージ指圧、はり、きゅう及び柔道整復以外の医業類似行為（あん摩マ

ッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律(昭和 22 年法律第 217 号)第 12 条

に規定する医業類似行為をいう。）の用に供しようとするもの 

⑧ 悪質商法（一般消費者を対象に、組織的かつ反復的に敢行される商取引で、その商

法自体に違法又は不当な手段・方法が組み込まれた商法をいう。）の用その他これに

類するものの用に供しようとするもの 

⑨ 政治資金規正法（昭和 23 年法律第 194 号）第３条に規定する政治団体の事務所その

他これに類するものの用に供するもの 

⑩ 宗教、祈祷又は祭祀の用に供しようとするもの 

⑪ 県の事務若しくは事業の遂行又は庁舎管理に支障をきたすものとして次に掲げるも

の 

 イ 県が行う規制、許可、監視、監督及び検査業務に関連する業であって、当該業務

に使用する庁舎等において、当該業務を執行する上で中立性及び公平性を確保する



ため適当でないもの 

ロ 電気、水等を大量に使用し、建物全体への安定供給に支障をきたすもの 

ハ 建物や敷地において、恒常的に不特定多数の人を出入りさせるもの 

ニ 三重県庁舎等管理規則（昭和 39 年三重県規則第 53 号）第 11 条各号に定める禁止

行為を行うおそれがあると認められるもの 

⑫ 生活を営む住居の用に供しようとするもの 

⑬ 食品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号）第 52 条第１項の規定に基づく営業の用に供

しようとするもの 

⑭ 貸付期間終了後、当該貸付物件を行政目的に利用することができない又は極めて困

難となることが想定される用に供しようとするもの 

⑮ その他行政財産の公共性又は公益性に反する用に供しようとするもの 

（６） その他 

① 応募者自身において、現地及び利用に係る諸規制等について調査確認を行った上でご

参加ください。利用に係る諸規制等により実際の入居ができない場合であっても、県は

その責を負いません。 

② 平成２９年度において庁舎の外壁、内壁工事を予定しています。工事に当たっては、

共用部分の通行が規制されたり、騒音が発生しますので、ご了承ください。 

２ 駐車場 

（１） 概要 

舗装 アスファルト敷 

区画 1 台ごとに白線にて区画 

（２） 貸付対象 

貸付対象 最大自動車５台分の区画（希望する台数分を貸付け） 

貸付面積 １台あたり１２．５㎡（最大約６２．５㎡） 

（希望する台数分を貸付け） 

（３） 貸付区画の表示 

表示方法 カラーコーンの設置により貸付区画であることを表示 

（４） 利用制限 

 「１ 建物 （５） 利用制限」に同じ。 

（５） 利用制限 

   駐車場の台数が不足する場合は、貸付契約の相手方において別途志摩庁舎外の場所で

準備して下さい。志摩庁舎の来客用駐車場に恒常的に貸付物件を利用する者に係る自動

車を駐車することは認めません。 

（注）物件調書の内容と現地に相違がある場合は、現地を優先します。 



１ 位置図 

２ 案内図 

対象地 

対象地 
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議の上決定
する。）



三重県志摩庁舎　貸付物件に関する諸条件 （別紙　２）

内容 条件

建物 貸付対象スペースは、どこか
志摩庁舎４階の旧大会議室等のフロアで、面積は553.5㎡で
す。

用途の制限はあるのか 事務所として使用してください。

４階の会議室スペースは貸付対象か
会議室スペースは、事務所で使用しますので、貸付対象ス
ペースではありません

４階のロビーは貸付対象か
ロビーは貸付対象スペースではありません。共用スペースで
す。

４階の給湯室（非常階段側）は貸付対
象か

共用部分となりますので貸付対象スペースではありませんが、
ご利用いただくことは可能です。なお、奥に倉庫があるため、
当該倉庫への通行があります。

４階の給湯室奥の倉庫は貸付対象か
倉庫には、行政関係設備・機材が設置されているため、貸付
対象スペースではありません。

建物の部分貸付け
貸付対象スペースの一部分を借りる
ことは可能か

現状のまま貸し付ける予定ですので、一部分についての貸付
けは想定していません。

４階の貸付対象物件以外の場所に、
案内看板等の設置は可能か。その場
合の、当該看板等の面積分の貸付料
はどうなるか。

案内看板等の設置の可否については、庁舎管理者と協議の
上決定します。案内看板等の設置を認める場合は、当該看板
等の面積を貸付面積に追加することとします。その場合の貸
付料は、４階の貸付対象物件に係る１㎡あたりの貸付料を基
に算出します。

４階ロビーに待合椅子等を設置する
スペースは、貸付対象か

ロビーは共用スペースのため、基本的に専用椅子等の設置は
認めません。なお、現在設置されている椅子については、使用
していただいても構いません。

駐車場 駐車場は貸付対象か 駐車場も貸付対象となります。

何台分のスペースが貸付対象か
貸付駐車場の台数については、もともとのスペースが少ないた
め協議により決定します。（上限は５台）

看板等設置場所

駐車場等庁舎敷地内の屋外に案内
看板等の設置は可能か。その場合
の、当該看板等の面積分の貸付料は
どうなるか。

案内看板等の設置の可否については、庁舎管理者と協議の
上決定します。案内看板等の設置を認める場合は、当該看板
等の面積を貸付面積に追加することとします。その場合の貸
付料は、駐車場の貸付対象物件に係る１㎡あたりの貸付料を
基に算出します。
なお、三重県屋外広告物条例による許可が必要となる場合が
あります。

電気関係 電気配線は、どこまで利用可能か 壁のコンセントのほか、天井のコンセントも利用可能です

電気使用料は、どのように計算する
か

天井コンセントの使用料は、スペース内の計量機に基づいて
計算します。壁コンセントの使用料は、４Ｆの計量機のデータを
基本とし、会議室部分の電気使用料を差し引いて計算します。

電気機器は、何を設置してもよいか
事務室使用を想定していますので、例えばサーバー室のよう
に特殊な電気使用が想定される場合は、貸付できない場合が
あります。事前に確認してください。

エアコン エアコンは動くのか

エアコンは、全館空調設備となっており、使用可能です。なお、
非連動スイッチもあり、全館空調によることが不要な場合は、
切ることも可能です。（切ってあった場合でも、空調使用料はい
ただきます）

エアコンの稼働条件は

行政施設であるため、省エネ取組に連動しており、空調の稼働
は以下の条件となります。
夏：稼働期間は７月１日～９月２２日（原則）に、温度設定２８度
で運転。ただし、７月１日以前でも、建物内の測定スポットのう
ち１／３以上で室温２８度以上となった場合に、試験運転を行う
場合があります。
冬：１２月１日～３月３１日の期間に室温設定１９度で運転。

エアコンの稼働時間は

運転する場合は、朝は８時３０分に効果が発揮されるよう運転
を開始し、１７時１５分に停止します。ただし、県に災害対策本
部が設置された場合は、弾力的に運転時間を延長する場合が
あります。

区分

貸付対象スペース

付属設備関係



内容 条件区分

個別にエアコンを設置することは可能
か

全館運転以外に、エアコン稼働が必要な場合は、個々に設置
していただくことは可能です。（ただし、退去時には撤去してい
ただきます）

電話 電話は利用可能か
既存の電話回線は、建物の交換機につながっているため、別
回線を個別に引いていただくことになります。

壁や柱にある電話線は利用可能か
以前に志摩市役所が入居していた際に使用していた電話線と
思われますが、現在利用可能か（電話線が、どこまでつながっ
ているか）については確認していません。

壁や柱にある電話線の管は利用可能
か

個別に電話線を引いていただく際に利用していただくことは可
能です

ＬＡＮ
壁や天井にあるＬＡＮ端子は使用可
能か

ＬＡＮは行政用回線であるため使用できません（回線は切られ
ており、もしつないでもつながりません）

ＬＡＮを使いたい場合はどうすればよ
いか

電話と同様に、個別に回線や機器を設置いただくことになりま
す。

テレビ回線 テレビ回線はあるか
貸付けスペース内に１箇所あります。（もう１箇所、ロビーにも
あります）

照明 天井の照明は、現状のままか
照明設備は現状のままで貸し付けます。もし追加で、照明が必
要な場合は、個別で設置ください（ただし、退去時には撤去して
いただきます）

ブラインド ブラインドは、現状のままか ブラインドは現状のままで貸し付けます。

窓サッシ 窓サッシは、現状のままか 窓サッシは、現状のままで貸し付けます。

網戸 網戸は、現状のままか
網戸は、現状のままで貸し付けます。一部設置されていない窓
もあるので、ご了承ください。

火災報知器 火災報知機の設置は必要か
現状で、すでに設置されていますので設置は不要です。ただ
し、パーテーションで新たな仕切りを設置した場合、条件によっ
ては追加の設置が必要になる場合があります。

給湯設備 給湯設備は、現状のままか
給湯設備は、現状のままで貸し付けます。（現在、給湯器が故
障中なので、修繕予定です）コンロ等使用される場合は、必要
に応じて取り替えてください。

ＰＨＳアンテナ
天井に設置されているが、使用可能
か

４階にあるため、庁舎用のＰＨＳアンテナを設置してあります
が、県が使用するためのもので使用はできません。（そのまま
でお願いします）

床面 床面は現状のままか 床面は、現状のままで貸し付けます。

耐荷重はどれだけか。
耐荷重を考慮する必要がある重量備品を設置する場合は、事
前に協議をお願いします。耐荷重計算のための資料が必要な
場合は、お渡しします。

カーペット等を設置可能か
設置が必要であれば、個別で設置してください（ただし、退去時
には撤去していただきます）

パーテーション パーテーションは設置可能か
設置が必要であれば、個別で設置してください（ただし、退去時
には撤去していただきます）

ドア ドアは何か所あるか
貸付対象スペースにはドアが３か所あります。
観音開きの両開きドアが１箇所、スライド式の両開きドアが１箇
所、片開きドアが１箇所です。

ドアの交換は可能か
交換が必要であれば、個別で交換してください（退去時には原
則原状回復ですが、価値が高まっている場合には協議により
そのままでもＯＫです）

カギの交換は可能か
交換が必要であれば、個別で交換してください（退去時には原
則原状回復ですが、価値が高まっている場合には協議により
そのままでもＯＫです）

カギの追加設置は可能か
設置が必要であれば、個別で設置してください（退去時には原
則原状回復ですが、価値が高まっている場合には協議により
そのままでもＯＫです）

その他設備 設置が不可な設備はあるか
通常の事務室としての使用では想定されないような設備・機器
の設置を考えている場合は、事前に設置が可能かご確認くだ
さい。



内容 条件区分

設備の不具合
建物備え付け設備の不具合は、どの
ように対応するか

電気設備、空調設備等の庁舎設備の不具合については、庁舎
管理者において対応します。

個別に設置した設備の不具合は、ど
のように対応するか

個別に設置した設備については、設置者で対応してください。

蛍光灯の電気切れについては、どの
ように対応するか

貸主負担とするか、借主負担とするか、双方の協議で決定しま
す。ただし、貸主負担とする場合は、別途消耗品費相当分とし
て定額負担いただきます。

ブラインドの不具合については、どの
ように対応するか

貸主負担とするか、借主負担とするか、双方の協議で決定しま
す。ただし、貸主負担とする場合は、別途消耗品費相当分とし
て定額負担いただきます。

点検のための入室
勤務時間内（８：３０～１７：１５）の入室
はあるか

消防設備点検、空調設備点検、ビル管理業務による設備点検
等のため、委託業者が時間内に、貸付スペース内に立ち入り
ます。あらかじめご了承ください。

勤務時間外の入室はあるか
電気設備点検は、停電を伴うため休日の実施となります。その
際、貸付スペース内にある分電盤等の確認のため、立ち入り
が必要になる場合があります。

警備体制 日中の警備体制はどうなっているか 平日８：３０～１７：１５の間は日直員は不在です。

夜間、休日等の警備体制はどうなっ
ているか

夜間（平日・休日ともに）１７：１５～８：３０の間は宿直員２名体
制
休日８：３０～１７：１５は日直員１名体制です。

別途で機械警備を追加したい場合
は、どうすればよいか

機械警備設備の追加については、個別に設置が必要であれ
ば、個別で設置してください（ただし、退去時には撤去していた
だきます）。

別途で警備員警備を追加したい場合
は、どうすればよいか

警備員の配置が必要な場合は、警備員室の確保が必要となり
ますので、事前に調整が必要となります。また個別設置の警
備員室についても、貸付面積に含むこととなります。

出入り口の施錠 玄関の開錠時間はどうなっているか 玄関は７：３０～１８：００の間は開いています。

玄関が施錠された後は、どこが出入り
口となるか

１８：００～７：３０の間は、夜間入口からの出入りになります。

消防計画 消防計画の策定は必要か
庁舎全体の消防計画に組み込むため、個別の作成は不要で
す。

自衛消防隊への参画は必要か
４階分隊を組織する必要がありますので、ご協力をお願いしま
す

禁煙 建物内は禁煙か
県では建物内禁煙に取り組んでいるため、ご協力をお願いし
ます。

外壁、内壁工事 外壁、内壁工事の実施について
平成２９年度において庁舎の外壁、内壁工事を予定していま
す。工事に当たっては、共用部分の通行が規制されたり、騒音
が発生しますので、ご了承ください。

貸付料
建物貸付料（最低貸付料）は、どのよ
うに計算するか

県の普通財産貸付基準に基づいて計算した額を、最低貸付額
とします。

駐車場貸付料は、どのように計算す
るか

県の普通財産貸付基準に基づいて計算した額（１台分）×台
数を、最低貸付額とします。

諸設備経費 電気料金は、どのように計算するか
天井コンセントの使用料は、スペース内の計量機により、壁コ
ンセントの使用料は、４Ｆの計量機のデータを基本とし、会議室
部分の電気使用料を差し引いて計算します。

水道料金は、どのように計算するか （原則）使用人数により、全体金額を人数按分で計算します

ガス料金は、どのように計算するか （原則）使用人数により、全体金額を人数按分で計算します

設備管理料金は、どのように計算す
るか

（原則）使用面積により、全体金額を面積按分で計算します

ゴミ収集代は、どのように計算数する
か

（原則）使用人数により、全体金額を人数按分で計算します

費用

その他

庁舎体制

設備のメンテナンス、点検



内容 条件区分

清掃代は、どのように計算するか
（原則）使用面積により、全体金額を面積按分で計算します
が、実際の清掃内容によって変わってきます。（要協議）

トイレットペーパー代は、どのように計
算するか

（原則）使用人数により、全体金額を人数按分で計算します

エレベーター管理料は、どのように計
算するか

（原則）使用面積により、全体金額を面積按分で計算します

警備料は、どのように計算するか （原則）使用面積により、全体面積を面積按分で計算します。

その他の諸設備経費があるか
新たな諸設備費が発生した場合は、都度に協議をさせていた
だきます。

災害共済分担金相
当額

災害共済分担金相当額は、どのよう
に計算するか

建物の時価（取得価格からデフレーターを用いて計算）から建
物全体の掛け金を算出します。そのうえで、使用面積により按
分で計算します。（年額６，０００円程度を想定。）



志摩庁舎全景及び駐車場 

貸付物件の状況① 



貸付物件の状況② 

貸付物件の状況③ 


